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注記事項 

[中間貸借対照表関係] 

(１) 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況     該当なし 

(２) 会計方針に関する事項 

① 有価証券の評価基準及び評価方法                         時価法 

② 有形固定資産の減価償却の方法                           定額法 

③ 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準                     決算日のレート 

④ 貸倒引当金の計上方法 

一般貸倒引当金については、法人向け債権は内部リスクモデルにより計算された 1年分の期待損失額
を、個人向け債権はポートフォリオ単位での引当額をそれぞれ計上しております。 

また、個別貸倒引当金については、破綻懸念先、実質破綻先、及び破綻先に対する債権について DCF
法に基き計上しております。 なお個人向け貸付金については 90Days-Past-Due 基準もしくは即時引当
金基準によって個別の債権について必要な貸倒引当金を計上しております。貸倒引当金として計上すべ
き額が担保の定期的な再評価によって増減した場合、貸倒引当金を見直しております。 

 

⑤ 退職給付引当金の計上方法 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、必要額を計上しております。 

 

⑥ リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については売買処理とし、重要性の低いファイナンス・リース取引及びオ
ペレーティング・リース取引は賃貸借取引処理をしております。 

 

⑦ ヘッジ会計の方法                                       時価ヘッジ、繰延ヘッジ 

⑧ 消費税の会計処理      税込方式 

⑨ デリバティブ取引の評価基準及び評価方法                 時価法 

⑩ その他採用した重要な会計方針     

資産除去債務に関する会計基準 

当行は在日支店オフィスの不動産賃貸契約に基づき退去時における原状回復に係る債務を有しており
ますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ将来の移転等も予定され
ていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う
資産除去債務は計上しておりません。しかしながら、引当金に近い性格を有する債務として毎期一定金
額を本店会計上積み立てており、同額が「その他負債」として積立計上されております。 

 

(３) 会計方針の変更                                           
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前年度まで貸付金に係るコミットメントライン契約に係る融資未実行残高を支払承諾／支払承諾見返と
して計上しておりましたが、本契約は将来的な債務というより将来的な貸出金となる可能性のある取引
と考えられるため、本年度より支払承諾・支払承諾見返に計上せず、注記に変更しております。 

 

(４) 金融商品の時価等に関する事項   

平成 29年 9月 30日における中間貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額は、次のとおりでありま
す。 

    （単位：百万円） 

    貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金預け金 1,136,629  1,136,629  0  

(2) コールローン     0  

(3) 買入金銭債権     0  

(4) 有価証券 - その他有価証券 106,354  106,354  0  

(5) 貸出金 164,690  164,690  0  

(6) 外国為替 131,969  131,969  0  

資産計 1,539,642  1,539,642  0  

(1) 預金 352,294  351,806  488  

(2) コールマネー 120,000  120,000  0  

(3) コマーシャル･ペーパー 172,989  172,989  0  

(4) 譲渡性預金     0  

(5) 売現先 35,401  35,401  0  

(6) 借用金 4,526  4,526  0  

(7) 外国為替 132,139  132,139  0  

負債計 817,349  816,861  488  

デリバティブ取引(*1)      

  ヘッジ会計が適用されていないもの (2,020) (2,020) 0  

  ヘッジ会計が適用されているもの 3,743  3,743  0  

デリバティブ取引 計 1,723  1,723  0  

 (*1) その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ
取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目には（ ）
で表示しております 
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(注１)金融商品の時価の算定方法 

 

資 産 

（１） 現金預け金 
 満期のない預け金については当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につい
ては約定期間が短期間(1年以内)であるものは、当該帳簿価額を時価としております。約定期
間が長期間（1年超）であるものは時価を算定するところでありますが、金額的に重要性が乏
しいため、当該帳簿価額を時価としております。。 

（２） コールローン 
 約定期間が短期間（1年以内）であることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（３） 買入金銭債権 
買入金銭債権はすべて約定期間が短期間(1年以内)であることから、当該帳簿価額を時価と

しております 

（４） 有価証券(その他有価証券) 
 保有している有価証券(債券)保有目的は全て「その他有価証券」であり、決算日の市場価格
をもって貸借対照表計上額としております。 

（５） 貸出金 
 貸出金のうち変動金利によるものは短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が
実行後大きく異ならない限り、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、
約定期間が短期間(1年以内)であるものは当該帳簿価額を時価とし、約定期間が長期間（1年
超）であるものは時価を算定するところでありますが、金額的に重要性が乏しいため、当該帳
簿価額を時価としております。 

 また、破綻懸念先、実質破綻先、及び破綻先に対する債権について DCF法に基き、個人向け
貸付金については 90Days-Past-Due基準もしくは即時引当金基準によって個別の債権について
貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日における帳簿価格より貸倒見積額を控除した金
額に近似していることから当該帳簿価額を時価としております。 

（６） 外国為替 
 外国為替は他の銀行に対する外貨預け金(外国他店預け)、外国為替関連の短期貸付金(外国
他店貸)、輸出手形(買入外国為替)、輸入手形による手形貸付(取立外国為替)であります。こ
れらは満期のない預け金、および約定期間が短期間(1年以内)であるものは、当該帳簿価額を
時価としております。約定期間が長期間（1年超）であるものは時価を算定するところであり
ますが、金額的に重要性が乏しいため、当該帳簿価額を時価としております。 

負 債 

（１） 預金 
 要求払預金については決算日に要求された場合の支払額(帳簿価額)を時価とみなしておりま
す。定期預金の時価は、預入期間が短期間(1年以内)のものは、当該帳簿価額を時価とし、約
定期間が長期間（1年超）であるものは時価を算定するところでありますが、金額的に重要性
が乏しいため、当該帳簿価額を時価としております。定期預金のうち仕組預金については元本
の割引現在価値および組み込まれているデリバティブの割引現在価値並びにオプション価格計
算モデルにより算出した価額を算定しております。 

（２） コールマネー 
 約定期間が短期間（1年以内）であり、当該帳簿価額を時価としております。 

（３） コマーシャルペーパー 
 約定期間が短期間（1年以内）であり、当該帳簿価額を時価としております。 

（４） 譲渡性預金 
 約定期間が短期間（1年以内）であり、当該帳簿価額を時価としております。 

（５） 売現先 
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 約定期間が短期間（1年以内）であり、当該帳簿価額を時価としております。 

（６） 借入金 
 借入金の元本および組み込まれているデリバティブそれぞれの将来のキャッシュフローを割
り引いて決算日における現在価値を算定しております。 

（７） 外国為替 
 外国為替は、他行から受け入れた満期のない預かり金(外国他店預り)および未払外国為替で
あるため、当該帳簿価額を時価としております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は金利関連取引（金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨
オプション、通貨スワップ等）であり、割引現在価値やオプション価格計算モデルにより算出
した価額によっております。 

 

 (５) 中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 5条の 4（ただし、同条において準用する財務

諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 8条の７第4項を除く。）に規定する有価証券に関する

事項 

一  満期保有目的の債券で時価のあるもの                   該当なし 

二  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの           該当なし 

三  その他有価証券で時価のあるもの 

 （単位 百万円） 

   

当中間期貸借対照表日（平成 29年 9月 30日現在） 

  

種  類 取 得 原 価 

 

貸 借 対 照 表 

  

 評価差額 

    

   計 上 額 うち 益 うち 損 

国債 106,238 

 

106,354  117 126 9 

地方債 ― ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― 

合計 106,238 106,354 117  126 9 

 

(６) 貸出金のうち破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権の額並びにその合計額                                                            

条件緩和債権 56百万円 

 

(７）担保に供している資産      該当なし 

   担保資産に対応する債務      該当なし 
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(８) 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約に係る融資未実行残高 

 当座貸越契約    121,415 百万円 

これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。 

 

 貸付金に係るコミットメントライン 94,004百万円 

 このうち原契約期間が一年以上のもの 46,451百万円 

  

(９) 重要な係争事件に係る損害賠償義務                                 該当なし 

(１０) 中間会計期間の末日後、当該中間会計期間が属する事業年度（当該中間会計期間を除く。）以降の財産

又は損益に重要な影響を及ぼす事象   該当なし 

(１１) 以上のほか、財産の状態を正確に判断するために必要な事項    該当なし 

 

 

[中間損益計算書関係] 

 

本部経費負担額は以下の通りです。 

(1)直接経費（派遣職員給与等）  17 百万円 

(2)間接経費割当額  1,093 百万円 
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